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平成３０年度 国立大学法人大阪教育大学 年度計画 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【１】学生が授業や自学自習を通して，主体的に学び，課題発見や課題解決をしていく学習に資す

るため，能動的学習（アクティブ・ラーニング）の推進に取り組む。平成 31 年度中に，学士課

程・修士課程・専門職学位課程における 70％の科目で導入する。また，附属学校園の取組も踏

まえつつ，能動的学習（アクティブ・ラーニング）を活用した授業展開ができる教員を育成す

るため教育内容の見直しを行う。 

１ アクティブ・ラーニング導入科目 70％達成に向け、ＦＤ活動を通じた拡充に取り組む。また、

平成 31 年度教職課程開講に向け、アクティブ・ラーニングの視点を効果的に取り入れるための

運用方法の検討を行う。 

【２】教員養成分野における学校安全教育に関する教育研究を行うため，附属学校園の取組も踏ま

えつつ，安全・防災プログラムの開発や e-learning を用いた安全学習等をさらに推進する。学

校安全への対応として，平成 29 年度中に教員養成分野のカリキュラムにおいて救命講習の必修

化を進める。また，教育・学習支援分野においても安全教育の授業を推進する。 

２ 教育協働学科における安全教育カリキュラムの成果と課題の整理を行う。また、平成 31 年度

教職課程開講に向け、教員養成分野における学校安全教育及び救命講習に関する運用方法の検討

を行う。 

【３】学士課程において，学校段階間の連携・接続をはじめとする今日的な教育課題及びその対応

についての理解，特別なニーズがある児童・生徒の理解に基づく指導力，児童・生徒指導，学

級経営を行う力量の基礎を習得させる。また，第２期において開発した教育実習におけるパフ

ォーマンス課題を発展させ，学習到達状況を評価するための評価基準表であるルーブリックを

用いた評価を行い，その力量を活用した実践的な課題を経験させる。修士課程においては，学

士課程で習得したこれらの力量を高度化するために，地域社会，学校現場，教育機関等と連携

し，各専攻専門分野に応じたより実践的な課題に取り組ませるためのカリキュラムを開発し，

実施する。 

３ 学校段階間の連携・接続などへの対応を目的として編成した、平成 29 年度教職課程に係る成

果と課題を整理する。また、ルーブリック評価を踏まえたパフォーマンス課題の運用に向け、諸

準備を行う。 

【４】学士課程において，専門職業人の養成の基礎となる教養教育機能の充実のため，教養教育に

ついてのポリシーを策定する。特に，平成 29 年度中には，グローバル化に対応するため，異文

化・日本文化を含めた多様性理解，地球規模での諸問題に対する理解を促進するとともに，他

者との協働能力を育成するカリキュラムを編成する。 

４ 平成 29 年度の教養教育に関する成果と課題を整理する。 

【５】「理数系教員養成」の教育プログラムを改革・充実するため，中等教育において次世代の科

学技術系人材育成の牽引役として質の高い教育活動ができるための理論と手法を修得させる修士

課程のカリキュラムを開発する。また，教育委員会，研究大学等との連携による，博士学位取得

者等を対象とした「高度理系教員養成プログラム」について，連携する大学，教育委員会を広げ，

得られた成果をカリキュラムに反映する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

  ５ 中等教育において次世代の科学技術系人材育成の牽引役として質の高い教育活動ができる教

員を養成するための大学院のカリキュラムを整備する。また、「高度理系教員養成プログラム」

について、連携組織を拡充する。 

【６】ICT を活用した教育を推進するための組織を平成 29 年度までに整備し，社会に求められてい

る ICT 活用力に優れた人材を育成する。第２期中期目標期間から実施してきた「情報教育科目

における共通内容」や「附属学校園での ICT 活用推進」をさらに発展させ，学士課程に展開さ



- 2 - 

 

せる等，情報関係科目の内容を見直すとともに，ICT 関連の資格・検定試験も活用して，学生

の ICT 活用力を向上する。 

６ 前年度の成果と課題を踏まえ、ＩＣＴ教育科目を実施する。また、学生のＩＣＴ活用能力の

質保証のため、外部テストの活用を開始する。 

【７】学士課程において，児童・生徒の学習プロセスや生活習慣の分析方法，教材研究の改善方法

等の教育活動向上のため，研究手法を修得するカリキュラムを編成する。    修士課程に

おいては，学士課程で修得した手法を，実践的課題解決に資する授業科目で，今日的な教育課

題への対応方法について教育実践研究を行いながら，学校現場等で実践させる。 

７ 平成 31 年度教職課程開講に向け、学校インターンシップ活動の中での教育研究手法や研究手

法の活用に関する運用方法の検討を行う。 

【８】学校現場等において課題解決できる教員や教育・学習支援人材等を養成するため，学士課程

で，チーム学校及びそれに関連する専門的職能について理解させ，学校現場等における実習や

複数の専門職志望学生がチームで協働して取り組む課題解決型学習等で構成するプログラムを

開発，実施し，課題解決力を養う。（戦略性が高く意欲的な計画） 

８ チーム学校や学校と地域との連携・協働について理解を深める教育内容や教育方法にするこ

とをめざし、平成 31 年度教職科目の開講に向けた諸準備を行う。また、課題解決力育成の視点

を踏まえ、学校インターンシップ科目を実施し、成果と課題を整理する。 

【９】学士課程におけるグローバル教育人材や理数系教員の養成に係る質的向上のため，附属高等

学校の SGH（スーパーグローバルハイスクール）指定に伴う人材育成研究におけるアセスメン

トグループの調査内容や，SSH（スーパーサイエンスハイスクール）指定に伴う課題研究におけ

る評価方法，外部試験等を用いたグローバル教育人材育成に向けた教育効果の測定等を，学士

課程に反映する仕組みを構築する。 

９ グローバル教育人材育成に向けた外部指標等による教育効果の測定を行い、前年度との比

較・分析を行う。 

 

 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【10】教育の質の向上のため，大学のめざす人材育成を基盤とした到達目標達成型に教育体系を整

備し，教育を行う。学士課程・修士課程・専門職学位課程における専攻等ごとに「人材育成の

狙い」，「到達目標」等を定めた国際通用性を意識した学位プログラムを整備し，養成する人

材像の質保証を行う。また，科目番号制（ナンバリング）の導入等により体系的なカリキュラ

ムを明示する。 

10 平成 29 年度学士課程学位プログラムの成果と課題の整理を行うとともに、専門職学位課程学

位プログラムの策定を行う。 

【11】「小中一貫教育」等の社会ニーズに対応し，学士課程における複数免許の取得を促進する

ため，平成 29 年度に小中一貫教育に対応する教育組織を整備する。学校現場で指導的役割を

果たす人材を育成するため，学校現場における実践的な課題に対応した内容を含むカリキュ

ラムを整備し，実施する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

11 学校インターンシップ科目を実施するとともに成果と課題を整理する。 

【12】学士課程における，教育の質的水準の向上のため，教職やその他専門的職能に必要な知識及

び技能を実践的に修得させ，自らの学びを継続的に省察させる。さらに，学修成果の可視化を

すすめ，FD・SD（スタッフ・ディベロップメント）事業を通して，教育内容や方法に係る改善

を行うシステムを構築し，検証・改善に取り組む。 

12 教学マネジメントシステムの下、教育内容や方法の検証・改善に取り組む。 

【13】平成 29 年度中に，学修成果の達成状況を査定するため，目的・達成すべき質的水準及び実施

方法等を定めたアセスメント・ポリシーを策定し，厳格な成績評価や卒業認定を行う。また，

卒業要件達成状況（単位修得状況や GPA）からカリキュラム全体を通した学修成果の評価を行

うとともに，その成果を基礎とし，学位プログラムの検証・改善に取り組む。 

13 学修成果の達成状況、学生アンケート及び単位修得状況を踏まえ、学位プログラムの成果と

課題を整理する。 
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【14】学生の主体的な学びやキャリア形成を推進するため，ポートフォリオを活用し，学生自らが

卒業までの年次を通して，学位プログラムにおける到達目標と，学修成果や課題を点検の上，

振り返りや次期の学習デザインを行うシステムを整備するとともに，検証・改善に取り組む。 

14 学士課程学位プログラムにおける学修成果評価システムの成果と課題の整理を行う。 

【15】教員養成を行う全国の大学・学部に対して，HATO プロジェクトの研究成果を情報発信し，

かつ，継続的に相互交流と相互支援を実施するために，構成四大学に情報発信とフィードバッ

クの拠点を整備し，本プロジェクトの成果の活用を意図する大学を増加させる。（戦略性が高

く意欲的な計画） 

15 HATO4 大学が情報発信拠点となり、教員養成を行う全国の大学・学部に対して研究成果を発

信し、継続的に相互交流と相互支援を実施する。 

【16】教員養成を行う大学，全国の学校，教育委員会等からの要望に対応する現在の重要な教育課

題及び新たに提起されてくる問題の解決を行うために，解決に寄与するカリキュラム・教材・

指導法等の方策を具体化する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

16 現在の重要な教育課題等の解決に寄与する方策を提示するとともに、地域や現場での活用

のための成果公開を推進する。 

【17】全国の学校教育の質の高度化や地域の特質へ適合した教育の実践を実現するために，HATO

構成四大学を中心に教育委員会等現場と連携し，地域や現場のニーズに対応した課題解決に向

けて，セミナーや講習会等を実施する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

17 教育委員会等現場と連携し、地域や現場のニーズに対応した課題解決に向けて、セミナー

や講習会等を実施する。 

【18】京阪奈三教育大学の連携により，教員養成・研修の高度化と質保証，新たな学びに対応でき

る次世代教員養成の課題に協働して取り組み，平成 29 年度までには各大学の連携拠点が開発

したプログラム等を点検・実施し，平成 30 年度以降は，その事業の成果に基づき各連携拠点

の機能の充実を図りつつ，運営を継続する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

18 京阪奈三教育大学連携の事業成果に基づき、各連携拠点の機能の充実を図りつつ、開発プ

ログラムの実施等運営を継続する。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

【19】学生のニーズに応じた指導と支援に取り組める体制を平成 30 年度中に確立し，以降，継続的

に指導・支援に取り組む。また，学生ポータルシステムにおける学部３回生以上（第二部は４

回生以上）の進路希望情報登録率を第３期中期目標期間中に，現状の 87％から 100％に引き上

げることにより，学生の状況を把握し，進路決定に悩む学生や就職活動にメンタル面の支援が

必要な学生に対しては，学生総合支援ネットワークを活用する等，就業に課題のある学生の支

援を拡充する。 

19 学生支援の改善計画に則り、学生のニーズに応じた指導と支援に取り組める体制を確立する。

また、在学生の進路希望登録の推進に取り組む。 

【20】就職相談，面接指導や模擬授業対策等教員就職支援体制の見直しを行い整備することで，支

援体制を強化し，また，低学年から主体的にキャリアをデザインできるようキャリア教育を充

実させることにより，卒業・修了者に占める教員就職率（臨時的任用を含む）について，学士

課程（教員養成分野）は 65％，専門職大学院（現職教員を除く）は 90％，修士課程（教員養成

分野，ただし現職教員を除く）は 70％を確保する。 

20 これまでに策定・強化した支援体制のもと、就職支援を実施し、成果と課題を整理する。 

【21】地域社会において学生が自主的，主体的にボランティア活動を行ったり，地域住民や子ども

たちと交流しようとする課外活動団体への支援体制を平成 29 年度までに構築する。また，新入

生段階から教員就職，企業就職に対するキャリアパスを描けるよう学生グループの育成を支援

する仕組みを平成 31 年度までに構築する。 

21 整備した体制により、学生の地域社会における活動を支援し、成果と課題を整理する。また、

新入生段階から教員就職、企業就職に対するキャリアパスを描けるよう学生グループの育成を

支援する仕組みについて、検討する。 



- 4 - 

 

【22】経済的に困窮している学生，留学生や障がいのある学生等の多様な学生に対する修学や就職

等の支援機能の強化を行うため，学生総合支援ネットワークを強化し，大学独自の奨学金制度

を拡大するとともに「学生生活実態調査」の結果を活用し，学生支援を強化・改善する。 

22 強化・拡大した学生総合支援ネットワーク及び奨学金制度、並びに調査結果を活用し改善し

た学生支援について、成果と課題を整理する。 

【23】京阪奈三教育大学の連携を推進し，三教育合同による学生主体のセミナーや教員採用説明会

等を継続的に開催する。合同セミナーでは，学生自身が企画・運営できるよう支援し，対面セ

ミナーだけではなく，TV会議システムも活用し，その操作を通じたICT体験の機会を提供する。

また，教員就職対策では，双方向遠隔授業システム（LMS）を活用し，各大学が開催する教員採

用説明会等の視聴環境を提供する。 

23 対面及び TV 会議システムを利用した三教育大学合同の学生主体セミナー実施を支援する。ま

た、LMS システムを活用して学生に有益な視聴環境を提供する。 

 

（４） 入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

【24】平成 29 年度中に，アドミッション・ポリシーに適合する意欲・適性を備えた学生を確保する

ため，知識偏重の入学者選抜から，能力・意欲・適性を多面的・総合的に評価・判定するものに

転換していく。平成 30 年度以降は，入試改革の検証を行い，さらなる改善を行う。 

24 前年度までの入試改革の検証を行う。また、入学者選抜のさらなる改善を行う。 

 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

【25】学校安全に関する日本トップレベルの教育研究活動を強化するため，附属学校園と連携して，

SPS（Safety Promotion School）の認証に関わる技術的指導等の活動を通じて，国内のみなら

ずアジアの国々にも学校安全を発信する。また，学校安全に関わる教育研究をさらに推進し，

文部科学省の「防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業」中の「学校の安全管理体

制の充実」に示された SPS の普及・認証を支援する。 

25 日本国内外での SPS 認証・再認証、学校安全主任講習会及び学校安全コーディネーターの資

格認定・再認定、学内における「学校安全」科目実施を維持拡大して行うとともに、学校安全

情報プラットフォームに掲載する国内外における安全教育教材・コンテンツの収集・配信を継

続する。 

【26】学校現場の諸課題や，教育困難校，人権教育推進校等を支援する研究プロジェクトを企画・

実施し，教員や学生が教育現場において，「子どもの貧困」等の現代的教育課題に触れながら，

多様性や他者との協働に対する理解を深め，実践力を高める機会を設定する。附属学校園を始

め，公立学校，教育委員会，他大学等と協働して，現代的教育課題に対応した研究・教育を行

う体制を整備する。 

26 学校現場の諸課題や、教育困難校、人権教育推進校等を支援する研究プロジェクトを実施す

る。また、附属学校園、公立学校、教育委員会、他大学等と協働して、現代的教育課題に対応

した研究・教育を行う体制について検討する。 

【27】教員養成に関わる国際間大学ネットワークの連携拠点としての機能を強化するため，「GEC

（グローバル教育センター）」において，教育評価手法の国際調査研究や英語・科学・ICT 教

育システムの国際比較調査等，教員養成課題の国際的な視点に基づく研究を推進する。 

27 検討結果を踏まえて、教員の相互派遣を含めた研究プロジェクトを推進する。 

 

 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【28】研究実施体制を整備するため，研究活動に対する支援強化を念頭に置いた人員配置，環境，

システム等の整備を行う。平成 28 年度中に，組織的に研究活動を企画・推進する体制を整備す

る。また，学年暦の柔軟化（４ターム制の導入等）やサバティカル制度の活用促進等，教員が

より集中的に研究活動を行うための制度を整える。なお，サバティカル制度については，改善

を推進し，第３期中期目標期間中に 10 人以上の教員を研究に専念させる。 
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28 研究活動に対する支援強化を念頭に置いた人員配置、環境、システム及び予算配分制度を整

備する。また、大学教員のサバティカル制度の利用促進に向け、意識調査結果を基に制度や運

用方法について改善の必要性を検討する。 

 

 ３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 

【29】教育課題等に対する社会的要請を的確に受けとめるとともに本学の取組への理解を得るため，

学外有識者，教育委員会の幹部職員及び公立学校の校長等で構成する諮問会議等を年４回以上

定期的に開催する。また，大学運営に意見等が反映されているかどうかについては毎年点検を

行い，質の向上に結びつける。 

29 教育委員会との連携協議会等を開催し、大学運営に反映されたこれまでの会議等で得られた意

見や課題の状況や、本学の取組について理解を得る。 

【30】積極的な社会貢献活動を行うため，教員の研究活動の成果等を活かし，教育委員会や学校及

び地域社会等と連携・協力の下，免許状更新講習，免許法認定講習及び公開講座の実施，教育

委員会等が行う現職教員研修プログラムの開発，校外研修への組織的な参画を行う。 

30 免許状更新講習や認定講習の実施、公開講座、教育委員会等が行う現職教員研修プログラムの

開発、校外研修への組織的な参画などの社会貢献活動について、必要に応じて改善しながら実施

する。また、教職大学院における教育委員会が行う現職教員研修プログラムの開発事業について、

教育現場のニーズに合わせた制度設計を進める。 

【31】社会との連携や社会的貢献のため，平成 31 年度までに WEB サイト上の動画配信等による，学

校教員を対象とした教育情報発信のプラットフォームを構築し，活用を促進する。 

31 策定した計画に基づき、学校教員を対象とした教育情報発信のプラットフォームを構築する。 

 

４ その他の目標を達成するための措置 

 （１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

【32】学生の海外体験・留学を促進する。第３期中期目標期間中には，海外派遣学生（交換留学・

語学研修・文化研修・海外教育実習等）を年 100 名派遣する。そのため，留学への動機付けを

伴う外国語教育を行うとともに，外国語学習支援ルームの活用・拡充等の学習支援体制を強化

する。交換留学制度によらず私費で留学する学生に対して単位認定を認める「認定留学」制度

を発足する。また，海外体験・留学に参加しても修業年限で卒業・修了できるよう，学年暦の

柔軟化（４ターム制の導入等）やカリキュラムの見直しを進める。（戦略性が高く意欲的な計

画） 

32 留学に必要な外国語学習プログラムを学生のニーズに合わせてさらに充実させ、より効果的な

外国語学習支援を行うとともに、前年度までの実績を点検し、必要に応じて検討・改善を図る。

また、2学期４ターム制に対応する授業科目を順次拡大するとともに国際経験促進に向けた教育

実習や教職実践演習に係る運用方法の柔軟化を検討する。また、認定留学制度発足に向けた企

画・立案を行う。 

【33】学部・大学院あわせて 50 名の留学生枠を設定し，受入れを行う。第３期中期目標期間中に，

短期受入れ（日研生・教研生・研究留学生・交換留学生・短期研修プログラム等）を年 120 名確

保する。そのため，国の財政措置を踏まえて留学生宿舎を整備・拡大する等，日本人学生と留学

生がともに学ぶ教育環境のグローバル化を進める。（戦略性が高く意欲的な計画） 

33 前年度までの実績を点検するとともに、留学生定員化に伴う教育環境の整備を一層進める。ま

た、短期受入れの拡大に向けた計画を進める。 

【34】学士課程において，平成 29 年度中に英語による授業（教養基礎科目２科目）を必修化すると

ともに，平成 30 年度以降には，専門科目における英語による授業の導入に向けた試行を含めた

検証を踏まえ，カリキュラムの見直しを進める。 

34 専門科目における英語による授業の導入に向けた試行を行う。 

【35】日本語学習の支援体制を充実させる。日本語を母語としない児童生徒の教育に対応できる能力

育成のための日本語教育指導法に関わる教育内容を見直す。また，留学生を対象とした日本語教

育のカリキュラムを整備する。さらに，地域における識字・日本語学習支援を継続的に実施する。 
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35 日本語教育指導及び留学生対象の日本語教育に係る授業、並びに地域における識字・日本語学

習支援について、成果と課題を整理する。 

【36】学士課程において，外国語によるコミュニケーション能力を養成するため，平成 32 年度中に

全学生を対象とし，外部試験を用いた明確な目標設定を伴う積み上げ型の英語教育の仕組み及び

自律学習支援体制を構築する。特に，英語教員を目指す学生は英検準 1級（TOEFL iBT80 点）相

当，小学校教員を目指す学生においては英検２級（TOEFL iBT60 点）相当の英語運用能力の習得

を目標に，e-learning や多読学習等を活用する自律学習支援プログラムを構築し，外部試験や

自律学習支援プログラムと授業とを有機的に連動させた英語教育を実現する。（戦略性が高く意

欲的な計画） 

36 学士課程における外国語によるコミュニケ―ション能力養成に関する取組実績を点検し、必要

に応じて検討・改善する。 

【37】海外組織との教育連携や共同事業を促進する。海外の交流協定締結校の中から重点校を選び，

客員教員の派遣・受入，学生の短期派遣・受入プログラム及び共同研究を展開する。 

37 重点校を選ぶため、協定校との連携事業について計画案を策定し、実施する。 

【38】国際機関等との連携による途上国への教育協力等の国際貢献活動を実施し，諸外国の経験・知

見を共有し，共通・類似の教育課題への取組により得られた成果を講義等を通じて教員養成教育

に還元する。また，大学間交流に基づく教育実習や教員研修のプログラムを協定校との共同研究

等により改善・充実する。 

38 途上国への国際協力等を実施した成果を教員養成教育に還元する。また、大学間交流に基づく

教育実習や教員研修のプログラムを協定校との共同研究等により検討する。 

 

【39】地域の現場教員の英語力向上の支援のため，小学校英語の教科化や小・中連携，英語教員の

指導力・英語力向上等，地域のニーズに対応したシンポジウムやワークショップ，講演会等を

含む教育プログラムの開発・実践を通して，地域の現職教員の養成に資する。 

39 英語能力向上をめざす現職教員に対する講習の成果と課題を明らかにし、教育プログラムの開

発を進める。 

 

  （２）附属学校に関する目標を達成するための措置 

【40】実験的，先導的な附属学校園としての機能を強化するため，現代的教育課題に対応した研究，

教育を行う体制の下，平成 29 年度中に，実践研究や教育実習等の成果を検証し，恒常的に見直

しを行う仕組みを構築する。また，ICT 活用教育や能動的学習（アクティブ・ラーニング）の実

施等，３地区附属学校園において新たな教育課題や国の方策に積極的に取り組む。 

40 実験的、先導的な附属学校園としての機能強化を目ざし、実践研究や教育実習等の見直しを行

う。また、３地区附属学校園において、新たな教育課題への取り組みを促進する。 

【41】地域の教育課題の解決に資するため，公立学校の若手や新任の教員等を対象とした「授業実践

サポート」や講習会等，教育委員会と連携した取組を組織的に推進する。 

41 教育委員会と連携して開催している新任教員等対象の研修会、講習会について、成果と課題を

整理し、必要に応じて改善を図る。 

【42】実験的，先導的な附属学校園として，多様な子ども達を受け入れながら，附属学校園の天王寺

地区では SSH（スーパーサイエンスハイスクール），平野地区では SGH（スーパーグローバルハ

イスクール）の指定を受け推進する。池田地区では，国際バカロレア教育に取り組む。これらの

特色を活かし，中等教育学校等の導入を検討する等，附属学校園の規模や役割について見直しを

行う。 

42 天王寺地区の SSH、平野地区の SGH、池田地区の国際バカロレア教育など各地区の特色ある取

組を推進する。これらの特色を活かしつつ、附属学校園の規模や役割について調査・検討を行う。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 



- 7 - 

 

【43】学長を補佐する体制を強化し，運営体制の機能を充実するため，様々な観点からガバナンス

機能の点検・見直しを行う仕組みを平成 29 年度までに構築し，権限と責任が一致した意思決定

システムを確立する。 

43 様々な観点からガバナンス機能の点検・見直しを行い、権限と責任が一致した意思決定シス

テムの確立にむけた取組を進める。 

【44】社会や地域のニーズを含め様々な学外者の意見を積極的に取り入れ法人運営に反映させるた

め，外部組織との協議会や意見交換会等を継続的に行いつつ，その反映状況を点検し，反映後

の結果を検証する体制を平成 30 年度までに整備する。 

44 社会や地域のニーズを含め様々な学外者の意見を積極的に取り入れ法人運営に反映させ、そ

の反映状況を点検し、反映後の結果を検証する体制について整備する。 

【45】平成 29 年度までに監査機能を強化し，組織運営の適正性を確保するため，監事を含めた監査

部門と評価部門の高度な連携体制を構築し，大学における広範な業務の効率的かつ効果的な監

査を実現する。また，連携体制の在り方は常に検証し改善する。 

45 前年度に実施した監査部門と評価部門の連携体制の在り方や監査について成果と課題を整理

する。 

【46】平成 28 年度に大学の戦略プランを作成し，これを踏まえ，学長のリーダーシップの下，教員

養成の機能強化に資する効果的な学内資源配分を行うための経費を５％以上確保し，グローバ

ル教育人材の養成に資する取組等に充当する。 

46 学長裁量による戦略的経費を５％確保し、「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の

改革に関する有識者会議報告書」を踏まえた改革に係る取組に充当する。 

【47】実践的指導力の育成・強化を図るため，第３期中期目標期間末までに，学校現場で指導経験

のある大学教員の全教員に占める割合を 20％に拡充する。 

47 前年度に策定した人事戦略及び配置計画を踏まえ、学校現場で指導経験のある大学教員の拡

充を図るとともに、平成 31 年度に向けて新たに人事戦略及び配置計画を策定する。 

【48】機能強化を推し進めるため，年俸制教員の採用を進めることとし，外国人等教員，若手教員

及び学校現場で指導経験のある教員の増員を推進する。その過程において，平成 27 年度までに

構築した年俸制教員の業績評価システムについて，数年間の評価実績を踏まえて評価のあり方

を検証し，必要に応じて第３期中期目標・計画期間中に，業績評価システムの見直しを図る。

また，教育研究の活性化を図り，教員構成の多様化を進めるため，外国人等教員及び女性教員

の増員も併せて進める。結果として，第３期中期目標期間末には外国人等教員比率５％，女性

教員比率 25％を確保する。女性役員については，継続して１名以上を登用する。 

48 前年度に策定した人事戦略及び配置計画に基づき、年俸制教員及び特任教員等の制度を活用

し、若手教員、外国人等及び女性教員の雇用を進めるとともに、組織改革等の進捗状況に基づ

き次年度の人事戦略及び配置計画を策定する。また、年俸制教員の業績評価システムについて、

数年間の評価実績を踏まえて評価のあり方を検証する。さらに、女性役員については、継続し

て 1名以上を登用する。 

【49】人件費の有効的な配分を行うため，事務職員の適切な人事評価に基づくメリハリある処遇を

行う。平成 31 年度中に海外の連携協力大学等での長期研修を行う。また，第３期中期目標期間

中に，研究協力や国際関係の分野において，外部組織から 高度な専門性を有する者を採用する

とともに，ICT 等の情報系の教育研究支援強化のための体制を再整備し，情報系の専門家のキャ

リアパスの確立を進める。 

 49 事務職員の人事評価について、前年度に策定した改善案を踏まえて見直しを行う。また、研

究協力の分野において、外部組織から高度な専門性を有する者の採用を行う。さらに、事務局

全体の国際化の向上を図るため、事務職員対象の海外研修の実施に向け、関係機関との調整・

派遣者の人選を進めるなど、派遣に向けた準備を順次進める。 

【50】教員養成機能における，実践的指導力の育成・強化を図るため，学校現場で指導経験のない

教員を対象に，附属学校や公立学校等における教育実習指導や研究指導，附属学校園等をフィ

ールドとした研究成果の実証や指導実践研修等を平成 30 年度までに導入し，以降，継続して実

施し，改善を行う。 

50 新規採用教員 FD 研修等の成果と課題の検証を行う。 
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【51】教職員が，教育内容・方法の改善や学生指導・支援に力を発揮できるようにするため，教職

員研修等を包括的に企画・実施することを目的とし，全学センターを設置するとともに，教育・

学生支援活動を共に支える事務職員も含めた，効果的な FD 事業を通じて，教職員の大学の理

念・目標や養成する人材像に対する共通理解を形成し，意識・能力の向上を促進する。 

51 全学的な基本方針に基づく効果的な FD・SD 事業を通じて、教職員の大学の理念・目標や養成

する人材像に対する共通理解を形成し、意識・能力の向上を促進する。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

【52】実践型教員養成機能の強化と，本学の強みや社会ニーズを反映させた特色ある大学づくりの

ため，学士課程の抜本的組織改革に取り組むとともに，全学の協力体制を構築し，恒常的に検

証する。特に平成 29 年度は，学制改革に対応できる教員養成課程へと改組しつつ，教養学科に

ついては，規模の縮小とともに社会的要請を踏まえたグローバル化に対応できる抜本的な見直

しを図り，教育・学習支援分野を含む教育基盤の教育研究に取り組む組織へと転換する。（戦

略性が高く意欲的な計画） 

52 平成 29 年度の学士課程組織改革に関する検証のため、調査方法の見直しを行う。 

【53】国立の教育大学としての役割や社会的要請を踏まえ，大学院組織の見直し計画を策定し，整

備・検証に取り組む。平成 30 年度には，教育学研究科から，連合教職実践研究科への移行を進

め，実践力を備えた教員養成と現職教員の育成に取り組む体制を強化する。（戦略性が高く意

欲的な計画） 

53 大学院改革案の教育組織に伴う学内体制の整備案を策定するとともに、改組計画策定後は改

組による機能強化内容について学内外に周知を行う。 

【54】学内資源の再配分のもと教育研究の協力体制を強化するため，平成 30 年度までに既存の学内

センター組織の見直しとともに，教員組織の抜本的改革を行い，機能向上の観点から，恒常的

な検証を行う。特に平成 29 年度には，国際センターとグローバル教育センターを統合し，グロ

ーバル教育人材養成機能向上のための抜本改革を行う。（戦略性が高く意欲的な計画） 

54 グローバルセンターの運営体制について円滑に機能しているか検証を行うとともに、センタ

ー組織及び教員組織について再編案を策定する。 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

【55】事業運営の効率化・合理化を推進するため，大規模災害等の発生も見据えた他大学との事業

等の共同実施や施設設備の共同利用，アウトソーシングや事務情報化の取組を進める。また，

大学として本格的に教職協働を目指し，事業推進機能の向上を図るため，高度化・複雑化する

運営上の課題に対応できる能力・知見を併せ持ち，大学運営に積極的に貢献する大学職員を育

成する。育成にあたっては，より高度な SD 研修や自己啓発支援の施策を平成 29 年度末までに

展開し，その後効果等の検証を行いつつ，第３期中期目標期間中には，目標管理制度，研修，

自己啓発等を包括した SD システムを構築・実施する。さらに，大学職員に求められる専門性

の多様化には，外部人材も活用することとし，そのため高度専門職の雇用制度，処遇，キャリ

アパスの改善を図り，本格的な教職協働体制へ転換し，より一層の事務等の効率化・合理化を

目指す。 

55 他大学との共同事務を継続し、取り組みを発展させる。また、引き続き、大学の機能強化の

取組や、グローバル化の進展等に資する高度なＳＤ研修を実施するとともに、前年度に見直し

を行った自己啓発支援等の施策を実施する。併せてこれまでの大学職員育成に関する取組につ

いての検証を行う。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

【56】寄附金，その他の資金の収支状況を四半期に１回把握し，安全で効果的な資金運用計画を作

成・実施するとともに，大阪教育大学基金について，留学生を支援するための事業等，新たな

基金事業を創設することにより，第３期中期目標期間における６年間の平均受入額を平成 27 年

度受入額に比して 30％増加させる。 
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56 寄附金事業については、引き続き、平成 27 年度受入額に比して 30％増の寄付金を集金する。

基金を使用した事業をウェブページ等で公表する。また、資金の収支状況を四半期ごとに把握

するとともに、運用計画を立案し実施する。 

【57】科研費の獲得のため，科研費相談会の開催，本学科研費採択者及び科研費審査員経験者によ

る研究計画調書作成の指導助言を引き続き行う。科研費以外の外部資金（共同研究，受託研究

等）の獲得に繋げるため，本学ウェブサイトにおける研究シーズ等の掲載内容を更に充実させ，

JST等の外部団体の主催による新技術説明会やイノベーション・ジャパン等に積極的に参加し，

学外への広報を拡大する。また，定期的に科研費以外の外部資金の獲得方法等についての説明

会を実施し，学内教員に対して外部資金獲得に関する啓発を行う。これらの取組により，外部

資金の獲得に取り組む教員比率を 90％以上にする。 

57 前年度に立案した研究プロジェクトに基づき、外部資金等の申請を行う。また、本学ウェブ

サイトにおける研究シーズ等の掲載内容を更に充実させ、JST 等の外部団体の主催による新技

術説明会やイノベーション・ジャパン等に積極的に参加し、学外への広報を拡大する。 

 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

【58】契約方法や業務の見直しを不断に行うことにより，第３期中期目標期間において学内予算に

おける管理的経費を５％削減する。 

58 平成 30 年度予算において、管理的経費を１％削減した予算を編成する。また、平成 27 年度

からの管理経費について、データ分析を基に削減に向けた取組を行う。 

 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

【59】保有資産の有効活用のため，保有資産を継続的に見直し，国の財政措置を踏まえて職員宿舎

を留学生宿舎へ転用する整備や天王寺キャンパスの運用拡大等，大学の戦略を構築しつつ資産

の活用を行う。柏原・天王寺キャンパスの一時的貸付利用について学内外へ周知を図るととも

に，第２期中期目標期間平均に比して 10％以上増加させる。 

59 既存スペースの利用状況等の資産活用の方法についての調査及び検討を継続し、平成 31 年度

の初等教育講座の天王寺キャンパスにおける展開や大学院改革に向け必要なスペースの改修工

事を実施する。 また、一時貸付について、利用促進を継続しつつ、天王寺キャンパスの貸付

可能スペースが今後減少することを見越し、天王寺キャンパスの一時貸付利用者に対して柏原

キャンパスの利用促進を継続する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

【60】各種点検・評価の評価方法の改善及び作業の効率化を図るため，平成 28 年度に全学的な基

盤情報を効果的に収集・活用できる仕組みを検討する組織を設置し，平成 30 年度までに，そ

の仕組みを構築する。さらに，その仕組みを活用しつつ，各種点検・評価の実施結果を大学運

営に反映させる体制を再整備し，評価の機能を高める。 

60 全学的な基盤情報を一元管理する新組織において、データの集約化及び大学運営への活用を

促進する。 

 

  ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

【61】第２期中期目標期間中に設置した広報戦略室が中心となり，平成 29 年度及び平成 30 年度の

組織改革を含め，教員養成機能強化やグローバル化等の取組，教育研究活動，入試関連情報等

を積極的にアピールするため，大学ポートレートを始めとする各種メディアを活用し，受験生・

教育関係者・企業関係者・保護者・卒業生・本学への留学希望者・地域住民を意識して効果的

に国内外に向けて発信する。 

61 受験生・教育関係者・企業関係者・保護者・卒業生・本学への留学希望者・地域住民を意識し

て国内外に向けて効果的に大学情報を発信する。また、学部入学者に対して広報アンケートを実

施し、本学の広報イメージや広報媒体について調査する。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

  １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

【62】キャンパスマスタープランに基づき，既存施設の有効活用，計画的な維持管理を含めた施設

マネジメントを行う。特に，能動的学習（アクティブ・ラーニング）を取り入れやすい環境等，

学生の主体的な学びを促進するための環境整備を進める。また，エネルギーの使用の合理化及

び地球温暖化防止の観点から，建物用断熱材や照明及び空調機等についてはトップランナー機

器等を導入することで，エネルギー使用原単位と電力需要の平準化原単位を年１％以上削減す

るともに，CO2の排出原単位を３％削減する。キャンパスマスタープランは，施設マネジメント

委員会の下，随時見直し，充実させるとともに，平成 33 年度までに改訂する。 

62 キャンパスマスタープランに基づき、既存施設の有効活用や計画的な維持管理といった施設

マネジメントを行う。エネルギー使用量の把握や分析、節電・省エネ実施方法の周知、改修・

修繕工事におけるトップランナー機器の導入等により、エネルギー使用原単位及び電力需要の

平準化原単位については、平成 25 年度から平成 29 年度の平均に比し１％以上、CO2 の排出原

単位については、基準年度（平成 29 年度）に比し１％以上下回るよう、効率的なエネルギー

使用を行う。 

【63】学内情報基盤を総合的に整備するため，情報基盤整備を統括する情報推進機構（仮称）を設

置し，第１次マスタープランを平成 29 年度までに策定する。時代への即応性を検証し，第２次

マスタープランを策定し，実施する。 

63 第１次マスタープランに基づき情報基盤の整備を行う。 

 

  ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

【64】附属学校園及び大学キャンパスの安全管理機能を強化するため，平成 28 年度に全学的な安全

管理組織を設置し，リスクマップの検証を行った上で，平成 29 年度に改善したリスクマップに

基づいた総合的なセキュリティ対策等を策定する。平成 30 年度以降は，策定したセキュリティ

対策等を実施することで役職員等の本学構成員の安全意識・危機管理・危機対応能力を向上さ

せていく。 

64 BCP に基づく研修を実施し、職員の危機管理意識の向上を図るとともに、研修実施により顕

在化した問題点を改善する。 

  ３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

【65】法令遵守や危機管理を徹底するため，平成 30 年度までに研究不正行為・研究費不正使用等

の防止策や組織の管理責任体制を一体的に再整備し，以降，危機管理機能を強化すると共に，

恒常的に改善する。 

65 リスクの分析・評価を行い、危機管理マニュアルを整備する。また、必要に応じ、研究倫

理教育及びコンプライアンス教育の内容を見直し、実施する。 

【66】「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規範」及び「サイバーセキュリティ基本

法」の基本理念にのっとり，サイバーセキュリティの確保のために，情報推進機構（仮称）

の下に CSIRT（Computer Security Incident Response Team）を設置するとともに，情報セ

キュリティポリシーの継続的な更新及び構成員への周知を通じて構成員の情報セキュリティ

意識を向上させる。 

66 CSIRTの下で教職員に情報セキュリティや学内ルールに関するe-learning研修を継続する。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

  別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

   １，４８２，１１０千円 

 

 ２ 想定される理由 

   運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

ることが想定されるため 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

柏原キャンパスの土地の一部（大阪府柏原市旭ヶ丘 968.42 ㎡）を譲渡する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は，その全部又は一部を，文部科学大臣の承認

を受けて， 

 ・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善 

に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

・流町（附中）校舎改修 

・流町（附幼）園舎改修 

・小規模改修 

 

総額 

270 

施設整備費補助金（243） 

独立行政法人大学改革支援・学位授与

機構施設費交付金（27） 

注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や， 

老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

 

２ 人事に関する計画 

効率的な大学運営に資する観点から職員配置の年次計画を策定し，平成３０年度における業務等を精

査し，学内組織の職員数の適正化を推進する。 

 

（参考１） 平成３０年度の常勤職員数  ６４３人 

また，任期付き職員数の見込みを４２人とする。 

（参考２） 平成３０年度の人件費総額見込み ６，７７７百万円（退職手当は除く） 

 

------------------------------------------------------------------------------------------ 

（別紙） 

○予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

（別表） 

○学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・学級数 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

 

１．予 算  

平成３０年度 予算 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

補助金等収入 

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

自己収入 

授業料，入学金及び検定料収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

目的積立金取崩 

計 

 

５，９７８ 

２３１ 

２５ 

２７ 

２，６９３ 

２，５５９ 

１３４ 

３９５ 

０ 

９，３４９ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

施設整備費 

補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

計 

 

８，６７１ 

８，６７１ 

２５８ 

２５ 

３９５ 

９，３４９ 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額６，７７７百万円を支出する（退職手当は除く）。 

 

「運営費交付金」のうち，平成３０年度当初予算額５，９５５百万円，前年度よりの繰越額のうち，使用見

込額２３百万円 

 

「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち，平成３０年度当初予算額２３４百万円，前年度よりの繰

越額のうち使用見込額１６１百万円 
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２．収支計画  

平成３０年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究経費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

減価償却費 

臨時損失 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

受託研究等収益 

補助金等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

９，１１９ 

９，１１９ 

８，５７１ 

１，３８９ 

４８ 

８５ 

５，５８８ 

１，４６１ 

１９３ 

０ 

３５５ 

０ 

 

９，１１９ 

９，１１９ 

５，９５８ 

１，８７１ 

３２７ 

８１ 

４８ 

２５ 

２９６ 

１ 

１５７ 

２２７ 

７１ 

４７ 

１０ 

０ 

０ 

０ 

０ 
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３．資金計画  

平成３０年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料・入学金及び検定料による収入 

受託研究等収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

９，５２９ 

８，７６４ 

５８５ 

０ 

１８０ 

 

９，５２９ 

８，９１１ 

５，９５５ 

２，５５９ 

４８ 

２５ 

１９１ 

１３３ 

２５９ 

２５８ 

１ 

０ 

３５９ 
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別表（学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・学級数） 

 

教 育 学 部 

 

 

 

初等教育教員養成課程（昼間）      １２０人（うち教員養成に係る分野１２０人） 

初等教育教員養成課程（夜間）       ８０人（うち教員養成に係る分野 ８０人） 

学校教育教員養成課程        １，６３０人（うち教員養成に係る分野１,６３０人） 

養護教諭養成課程            １２０人（うち教員養成に係る分野１２０人） 

教育協働学科              ７００人 

幼稚園教員養成課程（H29募集停止）    ３０人（うち教員養成に係る分野 ３０人） 

特別支援教育教員養成課程（H29募集停止） ９０人（うち教員養成に係る分野 ９０人） 

教養学科（H29募集停止）        ８１０人 

第二部小学校教員養成課程（H29募集停止）１２０人（うち教員養成に係る分野１２０人） 

第二部小学校教員養成課程［3年次編入］ １５０人（うち教員養成に係る分野１５０人） 

 

 

教 育 学 研 究 科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育専攻               ３０人（うち修士課程 ３０人） 

国語教育専攻               １２人（うち修士課程 １２人） 

社会科教育専攻              ３０人（うち修士課程 ３０人） 

数学教育専攻               １４人（うち修士課程 １４人） 

理科教育専攻               ２８人（うち修士課程 ２８人） 

英語教育専攻               １２人（うち修士課程 １２人） 

家政教育専攻               １０人（うち修士課程 １０人） 

音楽教育専攻               ２２人（うち修士課程 ２２人） 

美術教育専攻               ２０人（うち修士課程 ２０人） 

保健体育専攻               ２０人（うち修士課程 ２０人） 

特別支援教育専攻             ２０人（うち修士課程 ２０人） 

技術教育専攻                ６人（うち修士課程 ６人） 

養護教育専攻                ６人（うち修士課程 ６人） 

実践学校教育専攻（夜間）         ３０人（うち修士課程 ３０人） 

健康科学専攻（夜間）           ４２人（うち修士課程 ４２人） 

総合基礎科学専攻             ３２人（うち修士課程 ３２人） 

国際文化専攻               ２４人（うち修士課程 ２４人） 

芸術文化専攻               ２４人（うち修士課程 ２４人） 

 
 

連合教職実践研究科 

 

 

高度教職開発専攻             ６０人（うち専門職学位課程 ６０人） 

 

 

特別支援教育特別専攻科 
 

  ３０人 

 

附 属 幼 稚 園 

附 属 天 王 寺 小 学 校 

附 属 池 田 小 学 校 

附 属 平 野 小 学 校 

附 属 天 王 寺 中 学 校 

附 属 池 田 中 学 校 

附 属 平 野 中 学 校 

附属高等学校天王寺校舎 

附属高等学校池田校舎 

附属高等学校平野校舎 

附 属 特 別 支 援 学 校 

 

 １５０人   学級数  ６ 

 ６３０人   学級数 １８ 

 ６３０人   学級数 １８ 

 ６３０人   学級数 １８ 

 ４６４人   学級数 １２ 

 ４６４人   学級数 １２ 

 ３４８人   学級数  ９ 

 ４８０人   学級数 １２ 

 ４８０人   学級数 １２ 

 ３６０人   学級数  ９ 

  ６０人   学級数  ９（小学部，中学部，高等部各３学級） 

 

 

 

 


